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宮崎県告示第 797号

社会福祉士及び介護福祉士法（昭和62年法律第30号）附則第20条

第１項の規定により、次のとおり特定行為業務を行おうとする者の

登録をした。

平成24年11月15日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

３ 指定施業要件

茨 立木の伐採の方法

ア 主伐に係る伐採種は、定めない。

イ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所

在する市町村に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期齢

以上のものとする。

ウ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

芋 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種

次のとおりとする。

登 録

年月日

登 録 特 定 行 為 事 業 者事 業 所
登 録

番 号 主たる事務所
の 所 在 地

名 称所 在 地名 称

平成24年８月16日
日南市大字楠原1840番
地

社会福祉法人但榮会
日南市大字楠原1840番
地

特別養護老人ホームは
まゆうの里

451000106

平成24年８月16日
日南市大字楠原1840番
地社会福祉法人但榮会

日南市大字楠原1840番
地

特別養護老人ホームは
まゆうの里（短期入所
）

451000107

平成24年８月31日
日向市向江町１丁目 1
96番地１

医療法人誠和会
日向市向江町１丁目 1
96番地２

介護老人保健施設メデ
ィケア盛年館

451000108

平成24年10月２日
都城市松元町15街区10
号

医療法人魁成会
都城市牟田町４街区10
号

介護老人保健施設こん
にちわセンター

451000109

平成24年10月25日
東臼杵郡諸塚村家代30
66番地

社会福祉法人諸塚村社
会福祉協議会

東臼杵郡諸塚村大字七
ツ山54番地

特別養護老人ホームも
ろつかせせらぎの里

451000110

平成24年10月25日
東臼杵郡美郷町南郷区
神門 960番地

社会福祉法人南郷会
東臼杵郡美郷町南郷区
神門 960番地

特別養護老人ホーム百
済の園（短期入所）

451000111

宮崎県告示第 798号

森林法（昭和26年法律第 249号）第25条の２第１項の規定により

、次のとおり民有林の保安林の指定をする予定である。

平成24年11月15日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

１ 民有林の保安林予定森林の所在場所 日南市大字冨土字大影28

17（次の図に示す部分に限る。）

２ 指定の目的 土砂の流出の防備
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（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関

係書類を宮崎県環境森林部自然環境課及び南那珂農林振興局並び

に日南市役所に備え置いて縦覧に供する。）

宮崎県告示第 799号

道路法（昭和27年法律第 180号）第18条第１項の規定により、道

路の区域を次のとおり変更する。

なお、関係図面は、平成24年11月15日から平成24年11月29日まで

宮崎県県土整備部道路保全課において一般の縦覧に供する。

平成24年11月15日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

宮崎県告示第 800号

道路法（昭和27年法律第 180号）第18条第１項の規定により、道

路の区域を次のとおり変更する。

なお、関係図面は、平成24年11月15日から平成24年11月29日まで

宮崎県県土整備部道路保全課において一般の縦覧に供する。

平成24年11月15日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

宮崎県告示第 801号

道路法（昭和27年法律第 180号）第18条第１項の規定により、道

路の区域を次のとおり変更する。

なお、関係図面は、平成24年11月15日から平成24年11月29日まで

宮崎県県土整備部道路保全課において一般の縦覧に供する。

平成24年11月15日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

宮崎県告示第 802号

道路法（昭和27年法律第 180号）第18条第１項の規定により、道

路の区域を次のとおり変更する。

なお、関係図面は、平成24年11月15日から平成24年11月29日まで

宮崎県県土整備部道路保全課において一般の縦覧に供する。

平成24年11月15日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

宮崎県告示第 803号

道路法（昭和27年法律第 180号）第18条第２項の規定により、道

路の供用を次のとおり開始する。

なお、関係図面は、平成24年11月15日から平成24年11月29日まで

宮崎県県土整備部道路保全課において一般の縦覧に供する。

平成24年11月15日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

宮崎県告示第 804号

道路法（昭和27年法律第 180号）第18条第２項の規定により、道

路の供用を次のとおり開始する。

なお、関係図面は、平成24年11月15日から平成24年11月29日まで
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宮崎県県土整備部道路保全課において一般の縦覧に供する。

平成24年11月15日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

宮崎県告示第 805号

道路法（昭和27年法律第 180号）第18条第２項の規定により、道

路の供用を次のとおり開始する。

なお、関係図面は、平成24年11月15日から平成24年11月29日まで

宮崎県県土整備部道路保全課において一般の縦覧に供する。

平成24年11月15日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

株式会社ヤマダ電機 代表取締役 山田昇

群馬県高崎市栄町１番１号

株式会社宮崎カメラ 代表取締役 大木博文

宮崎市大字恒久 963番地１

４ 大規模小売店舗の新設をする日

平成25年７月１日

５ 大規模小売店舗内の店舗面積の合計

1，691㎡

６ 大規模小売店舗の施設の配置に関する事項

茨 駐車場の位置及び収容台数

建物敷地内 59台

芋 駐輪場の位置及び収容台数

Ａ棟中央部 20台

鰯 荷さばき施設の位置及び面積

Ａ棟北東側 50㎡

允 廃棄物等の保管施設の位置及び容量

Ａ棟北東側 14．29逢

７ 大規模小売店舗の施設の運営方法に関する事項

茨 大規模小売店舗において小売業を行う者の開店時刻及び閉店

時刻

株式会社ヤマダ電機 開店時刻 午前10時

閉店時刻 午後９時45分

株式会社宮崎カメラ 開店時刻 午前９時

閉店時刻 午後８時

芋 来客が駐車場を利用することができる時間帯

午前８時30分～午後10時

鰯 駐車場の自動車の出入口の数及び位置

建物敷地東側 ２箇所（出入口２箇所）

允 荷さばき施設において荷さばきを行うことができる時間帯

午前８時～午後10時

８ 届出年月日

平成24年10月31日

９ 届出書その他関係書類の縦覧場所及び期間

茨 場所

宮崎県商工観光労働部商業支援課、宮崎県西臼杵支庁総務課

、宮崎県日南県税・総務事務所総務商工センター、宮崎県都城

県税・総務事務所総務商工センター及び宮崎県延岡県税・総務

事務所総務商工センター

芋 期間

平成24年11月15日から平成25年3月15日まで

10 意見書の提出先及び期間

茨 提出先

宮崎県商工観光労働部商業支援課

芋 期間

平成24年11月15日から平成25年３月15日まで

11 意見書の記載事項

意見書には、当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地

域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見ととも

に、意見書提出者の氏名又は名称及び住所並びに当該大規模小売

店舗の名称を日本語により記載すること。

労働関係調整法（昭和21年法律第25号）第37条第１項の規定によ

り、宮崎医療生協労働組合から次のとおり争議行為を行う旨の通知

供用開始の期日区 間路線名
道路の

種 類

路線

番号

平成24年11月15日都城市美川

町2637番63

地先から同

市同町2637

番63地先ま

で

馬渡大

川原線

県道105

供用開始の期日区 間路線名
道路の

種 類

路線

番号

平成24年11月15日都城市美川

町2637番８

地先から同

市同町2637

番８地先ま

で

馬渡大

川原線

県道105

大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号）第５条第１項の規

定により、大規模小売店舗の新設に関する届出があったので、届出

書その他関係書類を次のとおり縦覧に供する。

なお、当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活

環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、本日

から４月以内に宮崎県知事に意見書を提出することができる。

平成24年11月15日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

１ 大規模小売店舗の名称及び所在地

（仮称）テックランド西都店・宮崎カメラ西都店

西都市大字妻平田1657番地１ 外２筆

２ 大規模小売店舗を設置する者の氏名又は名称及び住所並びに法

人にあっては代表者の氏名

株式会社ヤマダ電機 代表取締役 山田昇

群馬県高崎市栄町１番１号

株式会社宮崎カメラ 代表取締役 大木博文

宮崎市大字恒久 963番地１

３ 当該大規模小売店舗において小売業を行う者の氏名又は名称及

公公 告告
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があった。

平成24年11月15日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

１ 争議行為の目的

冬季一時金および諸要求について

２ 争議行為の日時

平成24年11月21日 午前８時30分から10時30分まで

３ 争議行為を行う場所

宮崎市大島町天神前1171

宮崎生協病院内

４ 争議行為の概要

全面ストライキ

う。以下この号において同じ。）若しくは暴力団員と交わりを

持つ者をいう。）である者又は暴力団若しくは暴力団員が経営

を支配し若しくは利用していると認められる者でないこと。

３ 入札参加者に求められる義務

入札に参加しようとする者は、入札参加届を平成24年12月25日

（火）午後５時までに下記10の場所に提出（土曜日、日曜日及び

祝日を除く。午前９時から午後５時まで）しなければならない。

また、当該書類を郵送（郵便にあっては、書留郵便に限る。）

で提出する場合は、平成24年12月25日（火）午後５時必着とする

。ただし、参加申請後、入札に参加しないこととした場合は、理

由を記載した辞退届を書類で入札の前日までに提出すること。

なお、提出された書類について説明を求められたときは、これ

に応じなければならない。

４ 契約条項を示す場所及び期間

茨 場所 宮崎県警察本部警務部会計課用度係

芋 期間 平成24年11月15日（木）から平成24年12月25日（火）

まで（土曜日、日曜日及び祝日を除く。午前９時から午後５時

まで）

５ 入札説明書及び仕様書の交付

茨 場所 宮崎県警察本部警務部会計課用度係

芋 期間 平成24年11月15日（木）から平成24年12月25日（火）

まで（土曜日、日曜日及び祝日を除く。午前９時から午後５時

まで）

６ 入札及び開札の場所及び日時

茨 場所 宮崎県警察本部１階 102会議室

芋 日時 平成24年12月26日（水）午後２時

７ 入札保証金

入札保証金については、免除する。

８ 入札の無効に関する事項

宮崎県財務規則第 125条に規定する入札は、無効とする。

９ 落札者の決定の方法

予定価格以内で最低価格の入札を行った者を落札者とする。

10 契約に関する事務を担当する部局

宮崎県警察本部警務部会計課用度係 宮崎市旭１丁目８番28号

郵便番号 880－8509 電話番号0985（31）0110

11 入札及び契約の手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

12 その他

茨 この競争入札による調達は、世界貿易機関（ＷＴＯ）に基づ

く政府調達に関する協定の適用を受ける。

芋 特定調達に係る苦情処理の関係において宮崎県政府調達苦情

検討委員会が調達の停止等を要請する場合がある。この場合、

調達手続の停止等があり得る。

鰯 その他この競争入札に関する詳細は、入札説明書による。

13 Summary

茨 Natureandquantityoftheproducttobepurchased:An

OfficeFuniture1set.

芋 Timelimitfortender2:00p.m.26Dec,2012.

鰯 Contactpointforthenotice:FinanceDivision,Miyazaki

PrefecturalPoliceHeadquarters,1-8-28Asahi,MiyazakiCi-

ty,MiyazakiPref.880-8509Japan.

TEL:0985-31-0110

落札者等の公告

入札公告

一般競争入札を次のとおり実施する。

平成24年11月15日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

１ 競争入札に付する事項

茨 物品及び数量 日向警察署外庁用備品 一式

芋 納入期限 平成25年２月24日（日）

鰯 納入場所 日向警察署及び宮崎県警察本部一ツ葉庁舎

允 入札方法 茨の物品について入札を実施する。落札決定に当

たっては入札書に記載した金額に当該金額の 100分の５に相当

する金額を加算した金額（１円未満の端数があるときは、その

端数を切り捨てた金額）をもって落札価格とするので、入札者

は消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者

であるかを問わず、見積もった契約希望金額の 105分の 100に

相当する金額を入札書に記載すること。

２ 競争入札に参加する者に必要な資格要件

この競争入札に参加する資格を有する者は、次に掲げる要件を

すべて満たす者とする。

茨 物品の買入れ等の契約に係る競争入札の参加資格、指名基準

等に関する要綱（昭和46年宮崎県告示第93号）に基づき競争入

札参加資格者名簿（物品に関する業種）に登載されている者で

あること。ただし、同要綱に基づく指名停止の措置を受けてい

る者でないこと。

芋 納入する物品の仕様を満たし、当該物品を確実に納入できる

と認められる者であること。

鰯 本件の物品について、納入先の求めに応じ物品の取替等に速

やかに対応できると認められる者であること。

允 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第 167条の４の規

定に該当しないこと。

印 会社更生法（平成14年法律第 154号）に基づく更生手続き開

始の申立て又は民事再生法（平成11年法律第 225号）に基づく

再生手続き開始の申立て（以下これらを「申立て」という。）

がなされていない者であること。ただし、会社更生法に基づく

更生手続開始又は民事再生法に基づく再生手続開始の決定を受

けている者は、申立てがなされていない者とする。

咽 経営者等（法人にあっては役員又は支社、支店若しくは営業

所の代表者、個人にあってはその者又は支社、支店若しくは営

業所の代表者をいう。）が、暴力団関係者（暴力団員（暴力団

による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号

）第２条第６号に規定する暴力団をいう。以下この号において

同じ。）又は暴力団（同法第２条第２号に規定する暴力団をい
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一般競争入札により落札者を決定したので、次のとおり公示する

。

平成24年11月15日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

１ 落札に係る調達件名及び数量

校務用パーソナルコンピュータ賃貸借 430台

２ 契約に関する事務を担当する部局等の名称及び所在地

宮崎県教育庁財務福利課 宮崎市橘通東１丁目９番10号

３ 落札者を決定した日

平成24年９月５日

４ 落札者の氏名及び住所

茨 西日本電信電話株式会社宮崎支店 宮崎県宮崎市広島１丁目

５番３号

芋 ＮＴＴファイナンス株式会社南九州支店 熊本県熊本市中央

区花畑町４－１ 太陽生命熊本第２ビル７Ｆ

５ 落札金額

31，695，300円

６ 一般競争入札の公告を行った日

平成24年７月26日

人事委員会規人事委員会規則則

通勤手当に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成24年11月15日

宮崎県人事委員会委員長 村 社 秀 継

宮崎県人事委員会規則第14号

通勤手当に関する規則の一部を改正する規則

通勤手当に関する規則（昭和41年宮崎県人事委員会規則第６号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正後改正前

第16条 給与条例第５条の９第４項の同条第３項の規定による通勤

手当を支給される職員との権衡上必要があると認められるものと

して人事委員会規則で定める職員は、次に掲げる職員とする。

（１） 公益的法人等への職員の派遣等に関する条例（平成13年宮

崎県条例第49号。以下「公益的法人等派遣条例」という。）第

第２条第１項の規定による派遣から職務に復帰した職員のうち

、給与条例第５条の９第１項第１号又は第３号に掲げる職員で

、当該復帰の直前の住居（当該復帰の日以後に転居する場合に

おいて、特急列車等を通勤のため利用する経路に変更が生じな

いときの当該転居後の住居及び人事委員会がこれに準ずると認

める住居を含む。）からの通勤のため、特急列車等でその利用

が第12条に規定する基準に照らして通勤事情の改善に相当程度

資するものであると認められるものを利用し、その利用に係る

特別料金等を負担することを常例とするもの（当該復帰の直前

の勤務地と所在する地域を異にする公署に勤務することとなっ

たことに伴い、通常の通勤の経路及び方法による場合には当該

復帰前の通勤時間より長時間の通勤時間を要することとなるこ

と等の通勤の実情の変更を生ずる職員で、特急列車等を利用し

ないで通勤するものとした場合における通勤距離が60キロメー

トル以上若しくは通勤時間が90分以上であるもの又は交通事情

等に照らして通勤が困難であると人事委員会が認めるものに限

る。）

（２）・（３） ［略］

（返納の事由及び額等）

第17条の２ 給与条例第５条の９第５項の人事委員会規則で定める

事由は、通勤手当（１箇月の支給単位期間に係るものを除く。）

を支給される職員について生じた次の各号のいずれかに掲げる事

由とする。

（１）・（２） ［略］

（３） 月の中途において地方公務員法（昭和25年法律第 261号。

以下「地公法」という。）第28条第２項の規定により休職にさ

第16条 給与条例第５条の９第４項の同条第３項の規定による通勤

手当を支給される職員との権衡上必要があると認められるものと

して人事委員会規則で定める職員は、次に掲げる職員とする。

（１） 外国の地方公共団体の機関等に派遣される職員の処遇等に

関する条例（昭和63年宮崎県条例第４号。以下「外国派遣条例

」という。）第２条第１項又は公益的法人等への職員の派遣等

に関する条例（平成13年宮崎県条例第49号。以下「公益的法人

等派遣条例」という。）第２条第１項の規定による派遣から職

務に復帰した職員のうち、給与条例第５条の９第１項第１号又

は第３号に掲げる職員で、当該復帰の直前の住居（当該復帰の

日以後に転居する場合において、特急列車等を通勤のため利用

する経路に変更が生じないときの当該転居後の住居及び人事委

員会がこれに準ずると認める住居を含む。）からの通勤のため

、特急列車等でその利用が第12条に規定する基準に照らして通

勤事情の改善に相当程度資するものであると認められるものを

利用し、その利用に係る特別料金等を負担することを常例とす

るもの（当該復帰の直前の勤務地と所在する地域を異にする公

署に勤務することとなったことに伴い、通常の通勤の経路及び

方法による場合には当該復帰前の通勤時間より長時間の通勤時

間を要することとなること等の通勤の実情の変更を生ずる職員

で、特急列車等を利用しないで通勤するものとした場合におけ

る通勤距離が60キロメートル以上若しくは通勤時間が90分以上

であるもの又は交通事情等に照らして通勤が困難であると人事

委員会が認めるものに限る。）

（２）・（３） ［略］

（返納の事由及び額等）

第17条の２ 給与条例第５条の９第５項の人事委員会規則で定める

事由は、通勤手当（１箇月の支給単位期間に係るものを除く。）

を支給される職員について生じた次の各号のいずれかに掲げる事

由とする。

（１）・（２） ［略］

（３） 月の中途において地方公務員法（昭和25年法律第 261号。

以下「地公法」という。）第28条第２項の規定により休職にさ
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れ、地公法第55条の２第１項ただし書に規定する許可を受け、

教育公務員特例法（昭和24年法律第１号。以下「教特法」とい

う。）第26条第１項の規定により休業し、外国の地方公共団体

の機関等に派遣される職員の処遇等に関する条例（昭和63年宮

崎県条例第４号。以下「外国派遣条例」という。）第２条第１

項若しくは公益的法人等派遣条例第２条第１項の規定により派

遣され、地方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律

第 110号。以下「育児休業法」という。）第２条の規定により

育児休業をし、地公法第26条の５第１項に規定する自己啓発等

休業をし、又は地公法第29条の規定により停職にされた場合で

あって、これらの期間が２以上の月にわたることとなるとき。

（４） ［略］

２～４ ［略］

れ、地公法第55条の２第１項ただし書に規定する許可を受け、

教育公務員特例法（昭和24年法律第１号。以下「教特法」とい

う。）第26条第１項の規定により休業し、外国派遣条例第２条

第１項若しくは公益的法人等派遣条例第２条第１項の規定によ

り派遣され、地方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年

法律第 110号。以下「育児休業法」という。）第２条の規定に

より育児休業をし、地公法第26条の５第１項に規定する自己啓

発等休業をし、又は地公法第29条の規定により停職にされた場

合であって、これらの期間が２以上の月にわたることとなると

き。

（４） ［略］

２～４ ［略］

附 則

この規則は、公布の日から施行する。

住居手当に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成24年11月15日

宮崎県人事委員会委員長 村 社 秀 継

宮崎県人事委員会規則第15号

住居手当に関する規則の一部を改正する規則

住居手当に関する規則（昭和49年宮崎県人事委員会規則第30号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正後改正前

（権衡職員の範囲）

第４条の３ 給与条例第５条の８第１項第３号の人事委員会規則で

定める職員は、単身赴任手当に関する規則（平成２年宮崎県人事

委員会規則第２号）第５条第２項に該当する職員で、同項第３号

に規定する満18歳に達する日以後の最初の３月31日までの間にあ

る子が居住するための住宅として、同号に規定する異動又は公署

の移転（職員以外の地方公務員等であった者から引き続き給料表

の適用を受ける職員となった者にあっては当該適用、外国の地方

公共団体の機関等に派遣される職員の処遇等に関する条例（昭和

63年宮崎県条例第４号）第２条第１項又は公益的法人等への職員

の派遣等に関する条例（平成13年宮崎県条例第49号）第２条第１

項の規定による派遣から職務に復帰した職員にあっては当該復帰

）の直前の住居であった住宅（宮崎県職員宿舎管理規則（昭和43

年宮崎県規則第11号）に基づく有料の宿舎並びに前条に規定する

教職員住宅及び住宅を除く。）又はこれに準ずるものとして人事

委員会の定める住宅を借り受け、月額１万 2，000円を超える家賃

を支払っているものとする。

（権衡職員の範囲）

第４条の３ 給与条例第５条の８第１項第３号の人事委員会規則で

定める職員は、単身赴任手当に関する規則（平成２年宮崎県人事

委員会規則第２号）第５条第２項に該当する職員で、同項第３号

に規定する満18歳に達する日以後の最初の３月31日までの間にあ

る子が居住するための住宅として、同号に規定する異動又は公署

の移転（職員以外の地方公務員等であった者から引き続き給料表

の適用を受ける職員となった者にあっては当該適用、公益的法人

等への職員の派遣等に関する条例（平成13年宮崎県条例第49号）

第２条第１項の規定による派遣から職務に復帰した職員にあって

は当該復帰）の直前の住居であった住宅（宮崎県職員宿舎管理規

則（昭和43年宮崎県規則第11号）に基づく有料の宿舎並びに前条

に規定する教職員住宅及び住宅を除く。）又はこれに準ずるもの

として人事委員会の定める住宅を借り受け、月額１万 2，000円を

超える家賃を支払っているものとする。

附 則

この規則は、公布の日から施行する。

単身赴任手当に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成24年11月15日

宮崎県人事委員会委員長 村 社 秀 継

宮崎県人事委員会規則第16号

単身赴任手当に関する規則の一部を改正する規則

単身赴任手当に関する規則（平成２年宮崎県人事委員会規則第２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正後改正前

（権衡職員の範囲等）

第５条 ［略］

（権衡職員の範囲等）

第５条 ［略］
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２ 条例第５条の10第３項の同条第１項の規定による単身赴任手当

を支給される職員との権衡上必要があると認められるものとして

人事委員会規則で定める職員は、次に掲げる職員とする。

（１） 公益的法人等への職員の派遣等に関する条例（平成13年宮

崎県条例第49号）第２条第１項の規定による派遣から職務に復

帰したこと（以下「復帰」という。）に伴い、住居を移転し、

第２条に規定するやむを得ない事情により、同居していた配偶

者と別居することとなった職員で、当該復帰の直前の住居から

当該復帰の直後に勤務する公署に通勤することが第３条に規定

する基準に照らして困難であると認められるもののうち、単身

で生活することを常況とする職員

（２）～（８） ［略］

２ 条例第５条の10第３項の同条第１項の規定による単身赴任手当

を支給される職員との権衡上必要があると認められるものとして

人事委員会規則で定める職員は、次に掲げる職員とする。

（１） 外国の地方公共団体の機関等に派遣される職員の処遇等に

関する条例（昭和63年宮崎県条例第４号）第２条第１項又は公

益的法人等への職員の派遣等に関する条例（平成13年宮崎県条

例第49号）第２条第１項の規定による派遣から職務に復帰した

こと（以下「復帰」という。）に伴い、住居を移転し、第２条

に規定するやむを得ない事情により、同居していた配偶者と別

居することとなった職員で、当該復帰の直前の住居から当該復

帰の直後に勤務する公署に通勤することが第３条に規定する基

準に照らして困難であると認められるもののうち、単身で生活

することを常況とする職員

（２）～（８） ［略］

附 則

この規則は、公布の日から施行する。
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